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研究成果の概要（和文）：NBPTS の創設以来、各大学が、NBPTS のスタンダードや NBC 取得に向

けたサポートを意識したプログラムを開発してきた。また、近年は、NBC 取得教員を対象に、

評価者養成プログラムを積極的に開発・実施している。大学が新たに開発した授業の多くは、

NBPTS の資格証明プロセスで用いられるポートフォリオを通じた授業分析や評価方法に関わる

ものである。学区のリーダーとして活躍する NBC 取得教員は、本研究では、多くの場合、大学

のプログラム修了者であったことが明らかになった。 

 
研究成果の概要（英文）：Since the NBPTS was established in 1987, many universities have 
developed and implemented new programs to seek NBPTS standards and to help teachers in 
reaching National Board Certification. Reflection and writing on the practices are key 
elements for prospective National Board Certified teachers, so the features of these 
programs focus on the portfolio evaluations which are required for earning the NBC. This 
study found the university program graduates tended to have more active leadership in 
districts, compared to the district or state program graduates for achieving NBC.    
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１．研究開始当初の背景 

 

本研究を遂行した背景には、日本における
次のような動向と課題の存在があった。 

 
（１）学校における教員組織の在り方が、 

従来の「鍋蓋型」に代わり「ピラミッド型」
が目指されるようになった。また同時に、教

員キャリアの複線化を図る動きがみられる
ようになった。 
これらは、学校教育法の改正を伴って設置

可能となった主幹教諭、指導教諭等の新たな
職、さらには、優秀な教員に対する顕彰の奨
励と処遇への反映といった形として表れて
いる。 
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（２）こうした制度の導入の評価としては、
第一に、学校が組織として問題を解決するよ
うになったとの見方があり、第二に、管理職
としてではなく、教員がティーチングの専門
家として評価され、処遇される道が拓けたと
いうような好意的なものがある。 

 
（３）しかし一方で、選考基準の曖昧性は

否定できず、教育委員会の主導で行われてい
るのが現状である。つまり、学校関係者や大
学関係者は排除されているに等しく、教員の
専門性の尊重や自律性の確保といった観点
からも問題が指摘されうる制度となってい
る。 

 
（４）学校経営に参画する役割を担う教員

や、他の教員への指導助言を行う教員の育成
に関しては、学校関係者や大学関係者も含め
た上で議論をする必要があり、さらには、教
員の専門性や自律性を尊重した新しい選考
基準の在り方と、人事や処遇の在り方の追究
が課題として指摘できる。またその実現には、
大学や大学院における新しい教育プログラ
ムの創出も必要となる。 

 
２．研究の目的 

 
日本における以上のような状況と改革課

題認識から、本研究では、教員の専門性や自
律性を尊重したアメリカの改革の動向、すな
わち、現職教員の優秀な職務遂行能力の認定
に 携 わ る NBPTS （ National Board for 
Professional Teaching Standards：全米専
門職教員基準協会)の動向に焦点を当てて、
その展開過程を明らかにし、NBPTS が大学の
教育修士プログラムに与えた影響や、学校と
大学の教員の役割に与えた影響について論
究することを目的とした。 

 
NBPTS を研究の対象とした背景には次のよ

うなことが挙げられる。 
 
（１）NBPTS は、カーネギー財団が公表し

た報告書『備えある国家：21 世紀の教師』
の改革提言に基づいて 1987 年に設立された
非営利の民間団体にあたる。創設以後、熟練
教員が何を知り何ができるべきかに関する
高度で厳格な基準（NBPTS スタンダード）を
各種整備してきた。 

 
（２）NBPTS は、基準を満たす教員に対し

て資格証（National Board Certification：
NBC）を与えるという全米規模のシステムを
構築し、資格証明を受けた教員（National 
Board Certified Teachers：NBC 教員）の専
門性を活用する教育改革を推進して今日に
至る。資格証明領域は現在 25 領域（教科や

生徒の学齢段階ごと）に及び、これまで、約
97,000 人もの教員が高度な専門性を有した
教員、すなわち NBC 教員となっている。 
 
（３）NBC は教員の任意で取得するもので

州の免許状を代替するものではないが、州や
学区は取得を積極的に奨励し、NBC 取得プロ
セスの援助と取得後の待遇や給与保障を行
ってきた。また、そうした中で、NBC 教員は
学校・学区・大学等で新たなリーダーシップ
を発揮することを期待され、活躍して今日に
至っている。 
 
（４）NBPTS の展開は、行政サイドではな

く、現職教員が中心となって優秀教員の資格
証明を行い、行政・大学・学校・教員に影響
を与えてきた点に特徴がある。その展開プロ
セスと効果を明らかにすることは、今後、教
員の専門性や自律性を中心とした改革を日
本で推進する際に、極めて有意な知見をもた
らすと考えられる。 
 
３．研究の方法 
 
本研究は、日本における文献調査に加えて、

現地で関係者にインタビュー調査や質問紙
調査を行う中で、NBPTS の展開と効果を明ら
かにしてきた。インタビュー調査および質問
紙調査を行った対象には、大学関係者、NBC
取得プログラム等に在籍する学生、NBC 取得
教員、学区関係者および学校教員等が含まれ
る。 
現地調査は、NBPTS の本部があるワシント

ン D.C.エリア（ジョージメイソン大学および
近隣学区）と、ワシントン州内（ワシントン
大学と近隣学区）を中心に進めた。 
以上のような方法および対象エリアを中

心として、①NBPTS が修士プログラムに与え
た影響の分析、②NBC 教員・NBC 志願者の経
歴と特質の分析、③NBC 取得後の役割期待や
役割変容に関する分析、以上を追究した。 
現在、アメリカにおいても、教師教育全体

からみたNBPTSの効果分析の研究の必要が指
摘されている。特に、①②に関しては、養成
教育プログラムの効果分析という観点が含
まれ、また、③に関しては、ティーチングの
専門家としての教員役割の分析とその活
用・課題に関する分析という観点が含まれる。
ティーチングの専門家としての教員のキャ
リア設計がどのように描かれ、大学・大学院
がどのような形で彼らの生涯にわたる職能
成長をサポートしているのか、その現状と課
題を追究することは極めて重要であるとい
える。 
 
 

 



 

 

４．研究成果 
 
NBPTS による優れた教員の資格証明にか

かわる動向は以下の特徴を有することが明
らかになった。 
（１）NBPTS の各領域のスタンダードは全

て現職教員を中心に開発されてきた。資格証
明においては、教育実践活動を示すポートフ
ォリオの提出と、評価センターでの教科知識
等に関する試験などが求められる。 
ポートフォリオは４種類が必要とされる。

それには、実際の授業場面での児童・生徒と
の様子を映した２種類のビデオ資料、生徒の
作品などを含む授業関連資料が１種類、教室
を離れた場所での諸活動の功績と、それらが
児童・生徒の学習に与えた影響について記述
したものが１種類、以上が含まれる。 
（２）資格証明プロセスは１年以上も要す

るものであり、訓練を受けた評価者が最低12 
人関与し、教員の実際の職務遂行能力を多面
的に評価する。多くの NBC 教員は、評価者訓
練を受けて NBC 取得希望教員の評価者、すな
わち、後進の育成を行う教員となっている。
このことは、専門性の開発と普及に向けて、
循環的サイクルが形成されていることを示
すものだと捉えられる。 
（３）NBC 取得教員は、①NBC 取得希望者

に対するサポートを提供することによって、
②正式な訓練を受けた上で評価者になるこ
とによって、③10年ごとに資格証を更新する
ことによって、以上のことを通じてその専門
性をさらに高め、専門性の開発・普及に貢献
していくことが期待されている。 
（４）NBPTS の掲げるスタンダードは、教

師教育としての一貫性、つまり、養成・採用・
現職教育段階の統合を促している。これは
NBPTS が、教師教育プログラムのアクレディ
テーションを行う NCATE（National Council 
for Accreditation of Teacher Education ）
や、新任教員の診断・支援を行う州間協議会
INTASC（Interstate New Teacher Assessment 
and Support Consortium）、教師教育者の質
の向上に携わる ATE(Association of Teacher 
Educators：教師教育者協会)と連携を強めて
相互にスタンダード開発を行ってきたこと
が背景にある。 
（５）NBPTS は NCATE と連携する中で、教

員の教授活動と生徒の学習の改善に焦点を
あてた新しい修士課程プログラムの開発に
着手し、多くの大学が NBPTS のスタンダード
と資格証明プロセスを修士課程プログラム
に導入してきた。多くの大学が、NBPTS の資
格証明プロセスで用いられるポートフォリ
オを通じた授業分析や評価方法に関わる授
業を新たに設定したり、実践を省察し、分析
的に文字に表していくことをサポートして
きた。 

さらには、NBC 教員が、大学教員・学校長・
NBC 志願者に対して大学や学校で講義を行
ったり、メンタリングを行ったりする機会が
創出されてきた。 
これらは、学校・大学関係者が、優れた教

員を選出する基準と評価プロセスを共有し
ながら考究する機会があることを意味し、ま
たその活用法の検証を大学や学校という場
で共同で行う機会があることを意味してい
るといえる。 
（６）現在、多くの州や学区が NBC を取得

することを奨励し、さまざまな対応を行って
いる。（５）に記した NBC 取得希望者へのサ
ポートプログラムの開発・実施は、大学のみ
ならず、学区によってもなされてきている。
しかし、本研究では、学区プログラムのリー
ダーとして活躍する NBC の多くは、大学プロ
グラムの修了者が占めている状況が看取で
きた。その傾向は、学区による評価者養成プ
ログラムのリーダーの場合も同様であった。 
このことから、NBPTS の資格証明に関連し

た大学における新しいプログラムが、学区・
学校・教員に大きな影響を与えているという
実態が浮き彫りになるとともに、大学が、幅
広い観点から教員の職務の在り方を追究し
ていることに対する一定の評価が存在して
いることを認めることができた。 
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